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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第164期

第１四半期
連結累計期間

第165期
第１四半期
連結累計期間

第164期

会計期間
自　2022年１月１日
至　2022年３月31日

自　2023年１月１日
至　2023年３月31日

自　2022年１月１日
至　2022年12月31日

売上高 （百万円） 7,812 7,695 35,799

経常利益 （百万円） 1,127 1,284 5,042

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（百万円） 766 752 3,194

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 815 1,416 3,309

純資産額 （百万円） 51,824 53,355 53,210

総資産額 （百万円） 72,013 74,504 74,181

１株当たり四半期（当期）純利益金

額
（円） 69.36 68.16 289.24

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 61.9 61.4 61.4

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、株式給

付信託（BBT）が保有する当社株式を控除しております。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容

に重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関す

る事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証

券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。
 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。
 

（１）経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における世界経済は、ウィズコロナ政策下での行動制限緩和により、経

済活動は正常化に向かいました。しかし、エネルギー需給の逼迫による原材料価格の上昇とウクライ

ナ紛争による物価急騰に対し、各国の中央銀行による金融引き締め政策が続けられたことにより、景

気の減速がみられました。

こうした事業環境の下、当社グループは、2022年を初年度とする中期経営方針「BREAKTHROUGH

2024」を継続して掲げ、「事業構造改革」および「企業体質の改善」を目標とする活動に取り組んで

参りました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の経営成績は、売上高76億9千5百万円（前年同四半期比

1.5％減）、営業利益12億5千2百万円（前年同四半期比23.0％増）、経常利益12億8千4百万円（前年

同四半期比13.9％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益7億5千2百万円（前年同四半期比1.7％

減）となりました。

なお、当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の経営成績は次のとおりであります。
 

（炭素製品関連）

ファインカーボン関連製品につきましては、半導体関連市場向けの旺盛な需要を背景に概ね想

定通りに推移しました。一方で、電極材関連製品につきましては、原材料やエネルギー価格が上

昇する中、適正な価格による販売に努めましたが、全体として市況回復に至らず、販売は低調に

推移いたしました。

この結果、売上高は71億1千6百万円（前年同四半期比2.4％減）、営業利益は11億9千1百万円

（前年同四半期比20.8％増）と減収増益になりました。
 

（炭化けい素製品関連）

炭化けい素連続繊維製品につきましては、航空産業向けの需要に大きな変化はありませんでした

が、原材料およびエネルギー価格の上昇並びに設備稼働の正常化に向けた修繕費等による製造費用

増加により、利益は減少しました。

この結果、売上高は3億2千8百万円（前年同四半期比1.6％増）、営業損失は1千3百万円（前年同

四半期は営業利益7百万円）と増収減益になりました。
 

（その他）

その他の事業につきましては、産業用機械の製造にかかる資材やエネルギー価格の上昇はありま

したが、受注販売が好調であったことにより、売上・利益ともに増加しました。

この結果、売上高は2億5千1百万円（前年同四半期比27.9％増）、営業利益は7千万円（前年同四

半期比250.9％増）と増収増益となりました。
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（２）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ3億2千3百万円増加し、745億4

百万円となりました。

流動資産は、棚卸資産の増加22億3千3百万円がありましたが、売上債権及び契約資産の減少17億7

千7百万円、現金及び預金の減少11億8千3百万円があったこと等により、前連結会計年度末に比べ10

億9千2百万円減少し、464億5千3百万円となりました。

固定資産は、株式取得および時価上昇による投資有価証券の増加16億2千7百万円があったこと等

により、前連結会計年度末に比べ14億1千6百万円増加し、280億5千1百万円となりました。

負債は、前連結会計年度末に比べ1億7千8百万円増加し、211億4千9百万円となりました。

流動負債は、仕入債務の増加2億6千5百万円、賞与引当金の増加2億2千6百万円および前受金の増加

1億8千1百万円等がありましたが、未払法人税等の減少7億7千1百万円等により、前連結会計年度末に

比べ2億2千5百万円減少し、189億5千万円となりました。

固定負債は、繰延税金負債の増加2億6千2百万円および長期借入金の増加1億1千3百万円等により、

前連結会計年度末に比べ4億4百万円増加し、21億9千9百万円となりました。

純資産は、配当金の支払額11億4百万円がありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益7億5

千2百万円およびその他有価証券評価差額金の増加5億円があったこと等により、前連結会計年度末に

比べ1億4千5百万円増加し、533億5千5百万円となりました。
 

（３）重要な会計方針、重要な見積り及び当該見積に用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・

フローの状況の分析」の中の重要な会計方針、重要な見積り及び当該見積に用いた仮定の記載につい

て重要な変更はありません。
 

（４）研究開発活動

当社グループの当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は8千8百万円（全額炭素製品

関連セグメント）であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあ

りません。
 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年3月31日）

提出日現在
発行数（株）

（2023年５月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,832,504 11,832,504
東京証券取引所

（プライム市場）

完全議決権株式であり、

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式。

単元株式数100株。

計 11,832,504 11,832,504 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

 2023年１月１日～

2023年３月31日
－ 11,832,504 － 7,402 － 1,851

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認

できないため、記載することができないことから、直前の基準日（2022年12月31日）に基づく

株主名簿による記載をしております。
 

①【発行済株式】
    2022年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－
権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式普通株式 728,100

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,046,600 110,466 同上

単元未満株式 普通株式 57,804 － 同上

発行済株式総数  11,832,504 － －

総株主の議決権  － 110,466 －

（注）１．単元未満株式には、当社所有の自己株式18株が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有

していない株式が1百株（議決権1個）含まれております。

３．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15百株（議決権15個）含ま

れております。

４．「完全議決権株式（その他）」には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式609百株（議決権の数609

個）が含まれております。

 

②【自己株式等】
    2022年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本カーボン株式会社

東京都中央区八丁堀

一丁目10番7号
728,100 － 728,100 6.15

計 － 728,100 － 728,100 6.15

（注）１．「自己名義所有株式数」のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式

が1百株あります。

２．株式給付信託（BBT）が保有する当社株式609百株は、上記の自己株式には含まれておりません。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（2007年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。
 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年１

月１日から2023年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年３月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,322 17,138

受取手形、売掛金及び契約資産 ※ 11,922 10,145

商品及び製品 8,661 10,573

仕掛品 4,408 4,520

原材料及び貯蔵品 3,447 3,656

未収還付法人税等 16 30

その他 781 404

貸倒引当金 △14 △16

流動資産合計 47,546 46,453

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 17,494 17,531

減価償却累計額及び減損損失累計額 △10,677 △10,802

建物及び構築物（純額） 6,817 6,728

機械及び装置 48,024 48,201

減価償却累計額及び減損損失累計額 △39,629 △40,029

機械及び装置（純額） 8,394 8,171

車両運搬具及び工具器具備品 3,558 3,647

減価償却累計額及び減損損失累計額 △3,018 △3,064

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 540 583

土地 3,553 3,555

建設仮勘定 197 179

有形固定資産合計 19,502 19,218

無形固定資産 240 228

投資その他の資産   

投資有価証券 4,566 6,193

繰延税金資産 434 485

その他 1,893 1,928

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 6,892 8,605

固定資産合計 26,635 28,051

資産合計 74,181 74,504
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 5,416 5,681

短期借入金 8,892 8,951

未払費用 579 474

未払法人税等 1,271 499

前受金 801 982

賞与引当金 223 449

役員賞与引当金 74 13

受注損失引当金 0 1

その他 ※ 1,915 1,896

流動負債合計 19,175 18,950

固定負債   

長期借入金 200 313

繰延税金負債 274 536

退職給付に係る負債 784 806

役員退職慰労引当金 19 22

役員株式給付引当金 85 89

環境対策引当金 0 0

資産除去債務 62 62

その他 369 366

固定負債合計 1,795 2,199

負債合計 20,971 21,149

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,402 7,402

資本剰余金 7,858 7,858

利益剰余金 30,744 30,393

自己株式 △2,012 △2,008

株主資本合計 43,992 43,645

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,493 1,994

為替換算調整勘定 170 186

退職給付に係る調整累計額 △93 △89

その他の包括利益累計額合計 1,570 2,090

非支配株主持分 7,647 7,619

純資産合計 53,210 53,355

負債純資産合計 74,181 74,504
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年３月31日)

売上高 7,812 7,695

売上原価 5,623 5,302

売上総利益 2,189 2,393

販売費及び一般管理費 1,171 1,140

営業利益 1,018 1,252

営業外収益   

受取賃貸料 8 6

為替差益 125 53

持分法による投資利益 18 20

その他 17 25

営業外収益合計 169 105

営業外費用   

支払利息 13 11

固定資産除却損 4 4

休止固定資産減価償却費 37 36

その他 4 21

営業外費用合計 60 73

経常利益 1,127 1,284

税金等調整前四半期純利益 1,127 1,284

法人税、住民税及び事業税 301 411

法人税等調整額 △10 △12

法人税等合計 291 399

四半期純利益 835 885

非支配株主に帰属する四半期純利益 69 132

親会社株主に帰属する四半期純利益 766 752
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自 2022年１月１日
　至 2022年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自 2023年１月１日
　至 2023年３月31日)

四半期純利益 835 885

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △80 502

為替換算調整勘定 57 25

退職給付に係る調整額 2 3

その他の包括利益合計 △20 531

四半期包括利益 815 1,416

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 725 1,273

非支配株主に係る四半期包括利益 89 143
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価

算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、この会計方針の変

更による四半期連結財務諸表への影響はありません。
 

（追加情報）

（取締役に対する株式給付信託（BBT）導入）

当社は、取締役等の中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的

として、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入しております。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　2015年３月26日）に準じております。
 

（１）取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役等に対

して、当社が定める役員株式給付規定に従って、当社株式および当社株式を時価で換算した金額

相当の金銭が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株

式等の給付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。
 

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当第１四半期連結会計期間末における当該自己株式

の帳簿価額は209百万円、株式数は596百株、当第１四半期連結会計期間の期中平均株式数は599

百株となります。また、１株当たり情報の算定上、控除する自己株式に含めております。
 

（新型コロナウィルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した新型コロナウィルス感染症の感染拡大の影響に関す

る会計上の見積りの仮定について重要な変更はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。したがって、前連

結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、連結会計

年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2022年12月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2023年３月31日）

受取手形 133百万円 －

支払手形 140　〃 －

設備関係支払手形 15　〃 －

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりませ

  ん。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は

  次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
　至　2022年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
　至　2023年３月31日）

減価償却費 597百万円 634百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

 １．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月29日

定時株主総会
普通株式 1,110 100.00 2021年12月31日 2022年３月30日 利益剰余金

（注）2022年３月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配

当金6百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

 １．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月29日

定時株主総会
普通株式 1,110 100.00 2022年12月31日 2023年３月30日 利益剰余金

（注）2023年３月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配

当金6百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年３月31日）

１.報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報
     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 
炭素製品
関連

炭化けい素
製品関連

その他 計

売上高       

ファインカーボン関連製品 4,633 － － 4,633 － 4,633

電極材関連製品 2,659 － － 2,659 － 2,659

炭化けい素関連製品 － 323 － 323 － 323

その他 － － 196 196 － 196

顧客との契約から生じる収益 7,293 323 196 7,812 － 7,812

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 7,293 323 196 7,812 － 7,812

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － 69 69 △69 －

計 7,293 323 265 7,881 △69 7,812

セグメント利益 985 7 20 1,014 3 1,018

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益の合計額は四半期連結損益計算書の営業利益と同額であります。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年３月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報並びに収益の分解情報
     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 
炭素製品
関連

炭化けい素
製品関連

その他 計

売上高       

ファインカーボン関連製品 5,077 － － 5,077 － 5,077

電極材関連製品 2,039 － － 2,039 － 2,039

炭化けい素関連製品 － 328 － 328 － 328

その他 － － 251 251 － 251

顧客との契約から生じる収益 7,116 328 251 7,695 － 7,695

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 7,116 328 251 7,695 － 7,695

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 7 86 94 △94 －

計 7,116 335 337 7,790 △94 7,695

セグメント利益又はセグメント

損失（△）
1,191 △13 70 1,248 3 1,252

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）の合計額は四半期連結損益計算書の営業利益と同額であります。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のと

おりであります。
 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 69円36銭 68円16銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 766 752

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額（百万円）
766 752

普通株式の期中平均株式数（百株） 110,437 110,444

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、株式給付信託

（BBT）が保有する当社株式を、前第１四半期連結累計期間は609百株、当第１四半期連結累計期間は599百

株を控除しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 2023年５月９日
 

日本カーボン株式会社
 

 取締役会　御中 

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 東 京 事 務 所 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢　　野　　浩　　一

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 箕　　輪　　恵 美 子

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本カーボン

株式会社の2023年1月1日から2023年12月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2023年1月1日から2023

年3月31日まで）及び第1四半期連結累計期間（2023年1月1日から2023年3月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本カーボン株式会社及び連結子会社の2023年3月31日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎

となる証拠を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項

が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半

期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する

四半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を

表明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表

の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四

半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示

していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手す

る。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人

は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じ

ている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容につい

て報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以　上

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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